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平成26年３月期 第３四半期決算ハイライト 

  

 

 

 

 

平成26年３月期第３四半期（平成25年４月１日から平成25年12月31日）の株式会社P＆Pホールディングスの連

結業績を発表いたしましたので、概略のご報告をいたします。詳細につきましては、「平成26年３月期 第３四半

期決算短信」をご参照下さい。 

 （注：実績の数値等は全て、百万円未満を切捨てで表記しております。） 

 

【１】 業績概況 

■連結実績状況                                   

（単位：百万円） 

 平成25年３月期 

第３四半期実績（連） 

平成26年３月期 

第３四半期実績（連） 
対前年増減率 

売 上 高 17,002 100.0％ 19,305 100.0％ +13.5％ 

売 上 総 利 益 3,066 18.0％ 3,186 16.5％ +3.9％ 

販 売 管 理 費 2,690 15.8％ 2,824 14.6％ +5.0％ 

営 業 利 益 375 2.2％ 362 1.9％ △3.7％ 

経 常 利 益 378 2.2％ 360 1.9％ △4.8％ 

四 半 期 純 利 益 197 1.1％ 169 0.9％ △14.4％ 

 

 連結売上高につきましては、前年同期比 13.5％増となりました。当四半期のトピックスといたしまして

は、コンビニエンスストアの出店エリア拡大に伴う棚卸サービスの需要増加や、通販市場の拡大に伴う物流

拠点作業の需要増加に加え、平成 25 年６月４日に連結子会社化した株式会社ジャパンプロスタッフ（旧 藤

栄テクノサービス株式会社）において、全国の食品生産工場へ積極的な営業を行い案件の獲得に注力をした

結果、バックヤードサポート領域の売上が大幅に増加致しました。 

 営業利益におきましては、BYS 領域における新事業所開設による先行投資や、新たに連結に加わった株式

会社 P＆Pデザイン、株式会ジャパンプロスタッフ（旧 藤栄テクノサービス株式会社）の労務費増加により

前年同期比 3.7％減となりました。 

 

 

 

バックヤードサポートサービスの伸張により 

売上高前年同期比で+13.5%達成 



 

【２】 主な分野別業績概況 

（１）セグメント別                                   

（単位：百万円） 

 平成25年３月期 

第３四半期実績 

平成26年３月期 

第３四半期実績 
対前年増減率 

ＳＰＯサービス*1 10,607 62.4％ 10,021 51.9％ △5.5％ 

ＢＹＳサービス*2 2,909 17.1％ 5,324 27.6％ +83.0％ 

ＨＲサービス*3 3,463 20.4％ 3,904 20.2％ +12.7％ 

その他サービス*4 22 0.1％ 54 0.3％ +145.5％ 

 ＊1： 「SPO サービス」とは、当社独自の「セールス･プロセス･アウトソーシング」の略で、放送・通信キャリア、一般  

    消費材メーカー、流通・小売業、及び各関連企業を中心に販売支援・営業支援に係る各種サービス業務および生鮮

技術者派遣・請負、レジ業務派遣、その他小売店・専門店における各種サービスを総称しております。 

 ＊2： 「BYS サービス」とは、「バックヤードサポートサービス」の略で、小売店舗・倉庫の商品棚卸代行業務や、販売 

       プロセスのバックヤード作業を支援するサービス（商品の仕分け、梱包）などを総称しております。 

 ＊3： 「HR サービス」とは、「ヒューマンリソースサービス」の略で事業者向けコールセンター派遣・請負、事務・IT 人  

       材派遣、人材紹介等を総称しております。 

 ＊4： 「その他サービス」とは、WebSPO サービス、海外支援サービスなどを総称しております。 

 

（２）地域別                                       

（単位：百万円） 

 平成25年３月期 

第３四半期実績 

平成26年３月期 

第３四半期実績 
対前年増減率 

東日本地区*1 11,470 67.5％ 12,438 64.4％ +8.4％ 

西日本地区*2 5,531 32.5％ 6,867 35.6％ +24.2％ 

*1： 「東日本地区」とは、中部（愛知県、三重県、岐阜県）、甲信越（長野県、新潟県）以東を指します。 

*2： 「西日本地区」とは、上記＊1以外の地域を指します。 

 

 

 
 本資料に記載されている将来に関する記述の部分は資料作成時において当社が各種情報により判断した将来情報であ

りますが、その内容を当社として保証するものでありません。予想数字等は、今後の経済情勢、市場動向等の変化によ

る不確実性を含有しております。また、本資料は投資勧誘を目的に作成されたものではありません。投資を行う際は、

投資家ご自身の判断で行うようお願い致します。 


